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様式７別紙  

論文内容の要旨及び論文審査の結果の要旨 

論文題目： 戦後社会運動史像の再検討 

―一九五〇年代・地域社会運動史論―

 学位申請者 本井優太郎 

 論文審査担当者 

  主査 大阪大学教授 飯塚一幸 

  副査 大阪大学教授   川合 康  

  副査 大阪大学准教授  野村 玄  

【論文内容の要旨】 

 本論文は、政治的次元での対抗運動に限定されがちであった社会運動史研究の対象を批判的に捉え返し、社会

的次元での変化に繋がる運動をも取り込んで、1950 年代の社会運動史を再構成しようとしたものである。全体は、

本論文の課題と方法を提示した序章、第一章「基地問題をめぐる周辺住民の動向」、第二章「地域教育実践の展開

と村の変容」、第三章「新興住宅地の住民自治活動」、第四章「市町村合併における住民の動向と意識」、補章「戦

後社会運動における共闘の理論的特質」、結語から構成されており、分量は 400 字換算で 459 枚及び図表 22 枚で

ある。 

 第一章は、在日米軍の基地であった伊丹航空基地を取り上げ、①基地拡張計画に対して土地買収の対象となっ

た農民が反対の声を上げ、伊丹・豊中・池田三市において保革の枠組みを超えた反対運動が展開され、拡張の中止

に至ったこと、②風紀問題の深刻化により風紀取締条例の制定・改正が行われる一方で、商業者には取締により生

活が脅かされるとの反対論があり、議会でも紛糾したこと、③1958 年に米軍から伊丹航空基地が返還されると、

大阪空港の拡張を推進する阪神財界により反対運動が切り崩され、三市が拡張を容認していくこと、④拡張容認

の背景には、経済復興の下で農地の売却へと動いた農民の動向や、商業者の比重が増していく社会変動があった

ことを解明した。 

 島根県大原郡日登村の中学校を事例に、教育実践に基づく生活改善運動に光をあてた第二章では、①生産活動

や自由研究、生活綴方などの教育実践（日登教育）が、当初保護者の反発を受けたものの、青年協議会や婦人会と

の共同が進み支持を得ていくこと、②教育実践が栄養改善や結婚純化運動へと広がり、村の家族秩序やジェンダ

ー秩序に変容を迫っていくこと、③鳩山一郎内閣以降展開する新生活運動と日登教育とがずれを伴いながらも結

びつくこと、④日登教育には加藤歓一郎校長の存在が欠かせなかったことを明らかにした。 

 第三章では、南海電鉄によって戦時中に開発された大阪府南河内郡狭山町の狭山住宅地を対象に、住民による

自治活動を検討し、①狭山住宅会が 1947 年から上水道の管理・運営を担い、開発以来の設備の不備や脆弱さを克

服していくこと、②自治会を基礎に研究委員会活動や文化活動へと活動領域を広げていったが、新生活運動が始

まると開発以前から地域に居住していた「旧部落」との対立が表面化すること、③1960 年代になると高度経済成

長の進展により再び住環境問題が顕在化することを指摘した。 



 第四章では、兵庫県明石市とその周辺自治体を事例に、1950 年前後の市町村合併問題と住民の関係を論じ、①

確かに合併への賛成論・反対論いずれも議員や有力者が主導していたものの、住民も運動に参加して意思表示を

行い、自治体当局や議会もそうした住民の声を重視していたこと、②住民の主張は、復興の促進や配給の改善、復

興事業に伴う税負担への懸念などに基づいていたこと、③住民の意識には、明石市の歴史や由緒に基づく郷土意

識や中都市としての自負（賛成論）、明石市への対抗心（反対論）などが反映していたことを明らかにした。 

 補章は、和歌山県を事例に、他団体との共闘論の形成を通して部落解放運動研究を 1950 年代の社会運動史研究

の中に取り込もうとしたものである。また、結語では本論文での成果をまとめた上で、1960 年代の社会運動史研

究への展望を示した。 

【論文審査の結果の要旨】 

 1950 年代の社会運動に関する研究は 2000 年頃から再び活性化しつつあるものの、「逆コース」に対する革新勢

力の抵抗として理解され、平和と民主主義の擁護という観点から評価される傾向が依然として根強い。本論文は、

生活改善運動や生活記録運動といった生活様式への問い、生命や生存権に関わる運動に着目した大門正克の一連

の研究に触発され、保革対立の構図には当てはまらないがために等閑視されてきた事例をも含めて、当時の人々

が直面した生活課題を解決するためになされた集合行動を社会運動と定義して、社会運動史研究の対象を一気に

広げ、その特徴と意義を明らかにしようとしたものである。 

 特に島根県大原郡日登村の教育実践（日登教育）を分析した第二章は、聞き取りをも資料として使いつつ、創立

期の新制中学における教育実践が青年団や婦人会と共鳴し合いながら、戦前以来の保守的な社会秩序やジェンダ

ー秩序の変化へと結びついていく様をリアルに描き出すとともに、そうした変化が鳩山一郎内閣により始められ

た新生活運動によって換骨奪胎され、既存の社会秩序との両立が図られていく過程を鮮やかに提示しており、貴

重な成果である。 

 また、伊丹航空基地をめぐる拡張問題・風紀問題・騒音問題を検討した第一章では、米軍の撤退後に大阪空港の

拡張が実現していく要因について、阪神財界の積極的な働きかけとともに、都市化の進展と担い手の高齢化によ

り離農の決断をしていく地元農家の早期の土地売却を求める要求があったことが論証されており、1950 年代後半

の都市近郊における社会運動の歴史性を考える上で示唆的である。さらに、空港拡張による離農・土地売却（地元

農家）や商業的利益の増大（地元商家）という生活権・生存権の主張が、騒音問題を懸念して続けられた拡張反対

運動の基盤を狭め、もう一つの生活権・生存権が後回しにされ抑え込まれていく構図は、1950 年代後半以降の社

会運動が抱え込まざるを得なかった共通の課題を示していて、重要である。 

 ただし、政治的次元での対抗運動という枠をはずして社会運動史研究の対象を広げようとする余り、社会運動

とは何かがはっきりしなくなり、研究対象の中から社会運動的側面を探し出そうとするような態度に陥りかねな

い危険性を孕んでいる。また、1950 年代の社会運動を通じた社会関係や社会秩序の変容を論じているにもかかわ

らず、戦前社会についての検討が不十分である点も問題であろう。とはいえ、本論文が社会運動史研究の通念に果

敢に挑み、具体的な事例研究を通して通説の見直しを迫った意義は動かない。 

 よって、本論文を博士（文学）の学位にふさわしいものと認定する。 


